
財団法人東京都新都市建設公社 

 

第１ 監査の目的 

   地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第７項に基づき、都が出資等を行っている

団体に対して、団体の事業が出資等の目的に沿って適切に運営されているか、監査を実施する。 

 

第２ 監査対象の概要 

１ 事業の内容 

（１）事業の概要 

財団法人東京都新都市建設公社（以下「公社」という。）は、首都圏整備構想に基づき、新都

市の総合的建設と地域開発を促進し、首都の秩序ある発展を図ることを目的として、昭和３６

年７月、東京都並びに八王子市、青梅市、町田市、日野市、福生市及び羽村市（以下「６市」

という。）により設立され、主に、以下の事業を実施している。 

ア 都及び６市を中心とする公共団体等からの受託事業 

（ア）土地区画整理事業 

（イ）下水道事業 

（ウ）用地受託事業 

（エ）東京都建設発生土再利用センター運営管理事業 

イ 公社の自主事業 

（ア）宅地造成事業 

（イ）地域活性化事業 

（ウ）道路整備と一体的に進める沿道まちづくり事業 

（エ）多摩地区建設発生土再利用事業 

（オ）まちづくり支援事業 

 

（２）都との関係 

都は、公社設立に当たり、基本財産１，３００万円のうち１，０００万円（７６．９％）を

出えんしている。 

また、土地区画整理事業に関する交付金交付要綱に基づき、平成２２年度は４億５，８４５

万円、平成２１年度は４億３,８６０万円を交付している。 
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２ 組織 

公社は、本社を八王子市高倉町４９番地３に置き、役員１１名（理事長１名、理事８名、監

事２名）（うち非常勤役員６名）及び職員２８１名（うち都派遣１３名）で、４部、５区画整理

事務所、２下水道事務所、発生土再利用センター管理事務所及び東池袋まちづくり事務所をも

って構成されている（平成２３．３．３１現在）。 

 

第３ 監査の範囲及び実地監査期間 

１ 監査の範囲 

平成２０年度、平成２１年度及び平成２２年度の事業について実施した。 

２ 実地監査期間 

（１）都市整備局   平成２３年９月５日及び同月２０日 

（２）公     社   平成２３年９月１日から同月１６日まで 

 

第４ 監査の結果 

１ 運営に関する事項 

公社は、受託事業として、土地区画整理事業、下水道事業、用地受託事業及び東京都建設発生

土再利用センター運営管理事業を、自主事業として、宅地造成事業、地域活性化事業、道路整備

と一体的に進める沿道まちづくり事業、多摩地区建設発生土再利用事業及びまちづくり支援事業

等の事業を行っている。 

平成２２年度の主な事業の執行状況は、土地区画整理事業では、１６地区を施行し、下水道事

業では、３０団体から下水道管の建設、管路の維持管理業務等を受託している。宅地造成事業で

は、土地６３２．８６㎡を分譲している。 

平成２２年度の経営成績は、収益合計２７４億２，１１９万余円、費用合計２７２億８，９５

３万余円、当期（一般）正味財産増加額１億３，１６６万余円であり、当期（一般）正味財産増

加額は、前年度（２億４，７４１万余円）と比較して、１億１，５７５万余円減少している。 

平成２２年度末における財政状態は、資産合計は、８３４億３，３６８万余円、負債合計は、

１４３億５，９７４万余円、正味財産合計は、６９０億７，３９３万余円となっている。 

建設工事については、忠生土地区画整理地区での調整池築造工事や日野市などでの下水道の築

造工事等を行っている。 

次に、経営環境について見ると、土地価格の下落により土地の減損処理による損失を計上して

いるものの、収支全体では当期正味財産増加額を計上している。 

以上、経営状況等について述べてきたが、公社の事業は、別項指摘事項を除き、出えん目的に

沿って適切に運営されていると認められる。 

 

 

 - 326 -



２ 指摘事項 

（１）公社 

ア 下水道施設の維持管理における緊急対応工事を適正に行うべきもの 

公社は、平成２２年度八王子市公共下水道施設等の維持管理に関する業務委託協定書（平

成２２．４．１付）に基づき、八王子市の下水道施設管理を受託している。 

この受託内容は、道路の陥没、人孔（蓋）の破損等の補修を行うものであり、公社は、こ

の受託に伴い、Ａと八王子市公共下水道維持補修工事（単価契約、契約期間：平成２２．４．

１～平成２３．３．３１）を締結している。 

この契約の中で、突発的な事故など緊急かつ迅速な対応が必要な場合には、公社が故障処

理票・緊急指示書の緊急指示書欄への記載をもって緊急対応の指示を行うこととしており、

これに要する費用は、通常の２５パーセント増しとなっている。 

なお、平成２２年度の緊急対応実績は、本契約による工事総件数２６７件、１億６，６３

２万６，６６１円のうち２５件、２１６万８，５８３円であった。 

ところで、この緊急対応を見たところ、 

① 東京都下水道局が行っている緊急工事では、緊急対応指示から７２時間以内に対応する

こととなっているが、当該緊急対応工事の契約約款や単価契約工事実施要領には、何時間

以内に完了しなければならないなど緊急に対処する時間の定めがないこと 

② 一部の工事において、緊急指示書の記載がないにもかかわらず、緊急対応したとして割

増しの費用を払っていること 

が見受けられた。 

また、工事の施工確認には、施工完了の確認できる写真等が必要であるが、全ての緊急対

応工事において、施工完了年月日が確認できなかった。 

緊急対応については、費用を増額していることから、緊急対応工事に対処する時間を単価

契約工事実施要領などに明文化し、契約時には特記仕様書などに明示するとともに、施工確

認を適正に行うなど、取扱いを適正にする必要がある。 

公社は、下水道施設の維持管理における緊急対応工事を適正に行われたい。 

（ 財団法人東京都新都市建設公社 ） 

 

イ 労務単価の積算を適正に行うべきもの 

東京都建設発生土再利用センター土質改良プラント電気設備更新その１工事（江東区青海

二丁目地先中央防波堤内側埋立地、工期：平成２１．２．１７～平成２２．３．１５、請負

金額：７億３，９９３万５，０００円）は、老朽及び腐食・磨耗等により機能が低下してい

る設備を更新し、センターの機能を維持するものである。 

このうち、労務単価について見ると、作業効率の低下が予想されるとして、公社の基準に

より危険作業の補正を行っている。 
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しかしながら、この基準は、高電圧充電部分との離隔距離が２ｍ以内の作業に限り適用さ

れるものであり、本工事において、労務単価の補正を行うことは適正でない。 

このため、積算額約６４８万円が過大なものとなっている。 

公社は、労務単価の積算を適正に行われたい。 

（ 財団法人東京都新都市建設公社 ） 

 

ウ 工事の安全管理について請負者を適切に指導、監督すべきもの 

打越地区区画道路築造第２４号並びに整地第１８号工事及び八王子市打越町６－２番地先

外下水道築造５４－公１工事（八王子市打越土地区画整理地区内、工期：平成２０．４．１

０～平成２０．１１．１０、請負金額：４，６３８万９，０００円）他１件は、整地工事や

下水道管きょの布設工事等を行うものである。 

このうち、下水道管きょの布設工事に必要な仮設工の施工状況について見ると、掘削深さ

が１．５ｍを超えている場合、「建設工事公衆災害防止対策要綱（土木工事編）」等の規定で

は、安全な施工ができるよう適切な法勾配の確保や土留工を設置することとしている。しか

しながら、本工事の掘削工事において、掘削深さが１．５ｍを超えているにもかかわらず、

土留等が設置されていない。 

工事を安全に施工するためには、関係法令等を守った安全対策を確実に実施すべきである。 

公社は、工事の安全管理について、請負者を適切に指導、監督されたい。 

（ 財団法人東京都新都市建設公社 ） 

 

第５ 運営状況の概要 

１ 運営状況 

（１）事業実績について 

ア 受託事業 

都及び６市を中心とする公共団体等から委託を受けて実施する事業である。 

 

（ア）土地区画整理事業 

本事業は、市町等が施行者となる土地区画整理事業について、公社が受託して実施する

ものである。平成２２年度は、表１のとおり、事業認可された施行区域１６地区について

換地設計、整地、道路築造工事等を受託しており、開発調査区域２地区については、事業

認可前の基本計画、調査等を受託している。 
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（表１）平成２２年度土地区画整理事業実績 

（施行地区） （単位：ha、千円） 

事業の実施概要 
委託者名 地 区 名 施行面積 

事業額 主な事業内容 

打 越 ９．４ ３３７，７５２
区画道路築造工事３件、建物移転補
償２件等 

八 王 子 市 
宇 津 木 ５５．０ １８３，９８９

区画道路築造工事１件、建物移転補
償３件等 

豊 田 南 ８７．１ ７８１，５６８
都市計画道路工事３件、区画道路築
造工事３件、建物移転補償１９件等

万 願 寺 第 二 ４６．４ ５３８，３１５
都市計画道路築造工事３件、区画道
路築造工事３件、建物移転補償１０
件等 

東 町 ３４．５ ３３６，９０５
区画道路等築造工事１件、建物移転
補償６件等 

日 野 市 

西 平 山 ９１．４ １，０５７，７３５
都市計画道路工事１件、区画道路築
造工事４件、建物移転補償３５件等

町 田 市 忠 生 １０１．９ ５３０，００４ 雑工事２件、換地業務等 

羽 村 市 羽 村 駅 西 口 ４２．３ ２５０，２１９
区画道路築造工事１件、建物移転補
償２件等 

瑞 穂 町 箱 根 ヶ 崎 駅 西 ２７．４ ７９９，３１６
都市計画道路築造工事２件、区画道
路築造工事２件、建物移転補償７件
等 

稲 城 榎 戸 ２５．２ ７６２，１４８
都市計画道路築造工事１件、建物移
転補償１８件等 

稲城矢野口駅周辺 １６．７ ３２７，６８３
都市計画道路築造工事１件、建物移
転補償３件等 

稲城稲城長沼駅周辺 １０．６ ３１７，１７２
区画道路築造工事１件、建物移転補
償４件等 

稲 城 市 

稲城南多摩駅周辺 １２．２ ５５６，７９９
都市計画道路築造工事１件、建物移
転補償４件等 

小 金 井 市 東 小 金 井 駅 北 口 １１．０ ６１１，７４９
都市計画道路築造工事２件、建物移
転補償８件等 

武蔵村山市 武 蔵 村 山 都 市 核 ３０．９ ３８９，０７３
都市計画道路築造工事１件、区画道
路築造工事２件、建物移転補償５件
等 

東 村 山市 久 米 川 駅 北 口 ０．３ １５，３５５ 事業計画変更手続業務、設計業務等

（開発調査地区等） 

事業の実施概要 
委託者名 地区名 施行面積 

事業額 主な事業内容 

あきる野市 武 蔵 引 田 駅 周 辺 ２９．３ ４，１８４ 協議会運営補助業務等 

小 金 井 市 東小金井駅北口整備 － ２７，８９７ 下水道工事４件 
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（イ）下水道事業 

本事業は、市町村及び都から委託を受けて、下水道管の建設工事、既設管路の維持管理

業務等を行うものである。 

平成２２年度の事業実績は、表２のとおりである。 

 

（表２）平成２２年度下水道事業実績 （単位：千円、ｍ） 

委託者名 事業種別 事業費 建設延長 業務受託内容 

八王子市 
公共下水道 

（分合流式／汚水） 
588,057 1,127 下水道管路建設、耐震化、維持管理

青 梅 市 
公共下水道 

（分流式／汚水） 
1,172,914 4,357

下水道管路建設、ポンプ場建設、台

帳システム 

町 田 市 
公共下水道 

（分流式／汚水・雨水） 
3,548,132 18,498 下水道管路建設 

日 野 市 
公共下水道 

（分流式／汚水・雨水） 
395,291 2,666

下水道管路建設、積算委託、台帳シ

ステム 

三 鷹 市 
公共下水道 

（分合流式／汚水） 
211,717 934 下水道管路建設 

昭 島 市 
公共下水道 

（分流式） 
369,511 558

ポンプ場改修、浸水対策・維持管理、

耐震化・台帳システム 

多 摩 市 
公共下水道 

（分流式） 
167,286 － 耐震化、浸水対策、計画策定 

稲 城 市 
公共下水道 

（分流式／汚水） 
380,648 1,721 下水道管路建設、台帳システム 

西東京市 
公共下水道 

（分流式／雨水） 
639,864 668

下水道管路建設、計画策定、台帳シ

ステム 

檜 原 村 
特定環境保全公共下水道 

（分流式／汚水） 
323,539 2,065 下水道管路建設 

狛江市外 

１８団体 
公共下水道 635,476 618

下水道管路建設、管路維持管理業務

（台帳システム等） 

東 京 都 流域下水道等 2,091,180 － 台帳システム整備等 

合計 10,523,621 33,212  
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（ウ）用地受託事業 

本事業は、都及び市から委託を受けて、用地借上、用地買収、道路築造等を行うもので

ある。平成２２年度の事業実績は、表３のとおりである。 

 

（表３）平成２２年度用地受託事業実績 （単位：㎡、千円） 

内訳 
委託者名 項目 事業量 事業費総額

買収借上費 調査費 工事費 事務費

南武線連立 

用地買収 

用地 

借上 
4,778 100,011 82,004   18,006

都市計画道路 

補助第 46 号線 

用地 

買収 
304 366,559 337,894 13,040  15,625

都市計画道路 

補助第 81 号線 

用地 

買収 
276 327,328 303,081 1,956 4,762 17,529

都市計画道路 

補助第 83 号線 

用地 

買収 
685 842,282 787,756 10,386  44,139

東 京 都 

計  6,043 1,636,182 1,510,737 25,383 4,762 95,299

昭 島 市 

都市計画道路 

3･4･2 号 

(拝島駅南口) 

用地 

買収 

(1,924) (555,599)

47,857

(555,599)  

693 
 
47,164

国 立 市 
都市計画道路 

国立 3･4･10 号線 

用地 

買収 
42,388 7,319  35,068

国分寺市道改修 
道路 

築造 
4,148 106,921 7,592 79,684 19,644

国分寺駅北口 
道路 

築造 
21,000 2,043 1,785  258国分寺市 

計  25,148 108,964 9,377 79,684 19,902

西東京市 
ひばりが丘駅 

北口線 

用地 

買収 

(1,503) (897,746)

85,215

(897,746)  

1,176 
 
84,039

調 布 市 
都市計画道路 

3･4･9 号線 

道路 

築造 
5,555 131,362  121,248 10,114

合計 
(3,427)

36,746

(1,453,345)

2,051,971

(1,453,345)

1,510,737

 

43,949 

 

205,695 291,589

（注）：（ ）内は外書きで委託者直接支払分 
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（エ）建設発生土再利用センター運営管理事業 

本事業は、都のリサイクル型都市づくりを実現する一環として、都の公共事業から発生

する建設発生土の再利用事業を推進するため、都からの受託事業として実施しているもの

である。平成２２年度の発生土処分状況は、表４のとおりである。 

 

（表４）平成２２年度 建設発生土再利用センター運営管理事業 発生土処分状況   （単位：㎥） 

区分 計画量 実績量 

建設発生土の搬入量 ４００，０００ ４８４，４６１

改良土等の搬出量 ３００，０００ ４０１，７２８

 

イ 自主事業 

公社は自主事業として、宅地造成事業、地域活性化事業、道路整備と一体的に進める沿道

まちづくり事業及び多摩地区建設発生土再利用事業等を実施している。 

（ア）宅地造成事業 

本事業は、土地区画整理事業の施行予定区域内等で土地を先行取得し、これらを造成し

分譲等を行うものである。 

平成２２年度の土地分譲実績は、表５のとおり、分譲面積６３２．８６㎡で、収入額９,

８５９万余円である。 

 

（表５）平成２２年度土地分譲実績 （単位：㎡、千円） 

市町名 地区名 処分用途 面積 金額 

町田市 忠生 住宅用地 １８８．００ ２２，８０４

町田市 忠生 住宅用地 １４０．００ ２３，２９６

 小計  ３２８．００ ４６, １００

青梅市 新町 住宅用地 １６１．５０ ２７，７７８

青梅市 新町 住宅用地 １４３．３６ ２４，７１５

 小計  ３０４．８６ ５２, ４９３

合計 ６３２．８６ ９８，５９３

 

（イ）地域活性化事業 

本事業は、開発拠点事業と地域貢献事業とから構成されている。 

開発拠点事業は、土地区画整理事業などにより駅前に換地された公社用地などを活用し

て、地域の利便性向上及び活性化を図ることを目的としている。 

地域貢献事業は、公社用地を活用して都民住宅や看護師寮などの生活拠点施設を建設し

地域社会の発展に資すること、公用公共施設、商業施設などに事業用借地権により貸付け
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て地域貢献することを目的としている。 

平成２２年度における地域活性化事業の賃貸実績は、表６のとおり、「きたのタウンビル」

等２７件で、収入額１７億２，１０４万余円である。 

 

（表６）平成２２年度生活関連施設賃貸実績    （単位：㎡） 

名称 延べ面積 構造 用途 

きたのタウンビル ２２，４８９．３６ 地下１階地上８階 店舗、市民センターほか

万願寺タウンビル ８，６０３．６３ 地下１階地上３階 店舗、市民センターほか

河辺タウンビルＡ ３２，７０８．０８ ８階建 店舗ほか 

河辺タウンビルＢ ７，６３６．２８ ６階建 店舗、図書館ほか 

サザンスカイタワー八王子 ９，０８９．７６ 地下２階地上４１階 店舗、医療機関ほか（注）

新都市はざま １，６４１．６０ ３階建 住宅１２戸、医院ほか 

新都市おおさかうえ １，５８３．３４ ３階建 都民住宅１８戸 

新都市わだ壱番館 １，５３０．８４ ４階建 都民住宅１８戸 

新都市わだ弐番館 ２，０９４．２７ ４階建 都民住宅２５戸 

ミルトニアめじろ台 １，８３４．７０ ３階建 看護師寮７０室 

カレッジスクエア日野 １，２４６．４１ ３階建 学生寮５２室 

旧多摩ニュータウン区画整理事務所 ４１７．３６ ２階建 商業店舗 

グリーンログ新都市 １１０．９７ 平屋建 幼稚園仮園舎 

アリッサム １，４１２．８３ ３階建 看護師寮５４室 

カレッジスクエア多摩 ２，２３０．５３ ３階建 学生寮８１室 

ミルトニアめじろ台Ⅱ １，０７６．１９ ３階建 看護師寮４０室 

Ｃ’ｓ ＭａｎｇａｎｊｉⅠ １，５０８．５７ ３階建 学生寮４９室 

Ｃ’ｓ ＭａｎｇａｎｊｉⅡ １，５０８．５７ ３階建 学生寮４９室 

旧羽村職員住宅 ９６０．０１ ３階建 住居１２戸 

カレッジスクエア多摩アネックス ２４６．５９ ２階建 学生寮８室 

旧第五下水道事務所 １５０．４２ 平屋建 保育園 

旧万願寺区画整理事務所 ３５１．１１ 平屋建 シルバー人材センター 

アミークス日野神明 １，５３２．９４ ３階建 学生寮６０室 

ショップガーデン忠生 ４９８．７０ 平屋建 商業店舗 

阿伎留
あ き る

の四季
と き

 ２，４６８．７２ ２階建 温浴施設 

新町クリニック １６５．４６ 平屋建 医療施設 

新町薬局 ５３．８０ 平屋建 薬局 

（注）公社は再開発事業による権利変換により商業床を取得している。 
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（ウ）道路整備と一体的に進める沿道まちづくり事業 

本事業は、都市計画道路の整備にあわせて、沿道のまちづくりを一体的に行うものであ

る。 

道路事業に伴う移転の受け皿ともなる共同住宅の建設や、道路事業に伴う残地の取得及

びこれらを活用した建物共同化の誘導などを行っている。 

平成２２年度に実施した沿道まちづくり事業は、表７のとおりである。 

 

（表７）平成２２年度道路整備と一体的に進める沿道まちづくり事業実績 

地区 事業内容 

豊島区 

 東池袋地区 

代替床施設整備事業 構造 鉄筋コンクリート造１０階

 延面積 ３，４２０㎡

 用途 住宅５６戸

残地等を活用したまちづくり 残地 ２１．６３㎡

道路の用地買収 用地取得面積 ２７６．００㎡

北区 

 十条地区 
道路の用地買収 用地取得面積 ６８５㎡

目黒区 

 目黒本町地区 
道路の用地買収 用地取得面積 ３０４㎡

 

（エ）多摩地域建設発生土再利用事業 

本事業は、建設発生土の再利用を推進するものであり、都から受託している再利用セン

ター運営管理事業のノウハウを活用し、平成１３年度より自主事業として開始している。

平成２２年度の発生土処分状況は、表８のとおりである。 

 

（表８）平成２２年度 多摩建設発生土再利用事業 発生土処分状況 （単位：㎥） 

区分 計画量 実績量 

建設発生土の搬入量 ７０，０００ １０２，１３８

改良土等の搬出量 ３０，０００ ２３，８２０

 

（オ）その他事業 

公益事業として、苗木、草花の種子の配付などの「緑化事業」と、まちづくりの円滑な

推進のための住民学習・研究活動に対して技術的支援及び費用助成を行うなどの「まちづ

くり支援事業」を実施している。 

 

公社は、事業目的を掲げて、主に上記の公益的自主事業を実施している。 

主な自主事業において、宅地造成事業では、分譲実績は年々減少している。 

しかしながら、地域活性化事業は事業目的を達成しつつ順調に収益をあげており、道路整備と
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一体的に進める沿道まちづくり事業は、道路事業による移転者の受け皿ともなる共同住宅を建設

するなどの成果をあげており、多摩地域建設発生土再利用事業は、改良土の搬出量が計画の約８

割にとどまったものの、建設発生土の搬入量は計画を達成しており、自主事業全体では、概ね事

業目的を達成している。 

 

（２）建設工事について 

  建設工事については、土地区画整理事業、下水道事業などにおいて行われており、主なもの

は、忠生土地区画整理地区内での調整池築造や久米川駅北口での駅前広場整備などである。 

平成２０年度及び平成２１年度における契約金額１００万円以上の工事等は、６６６件、契

約金額２４６億余円であり、その内訳は、表９のとおりである。また、各事業の主な工事例は、

表１０のとおりである。 

 

（表９）監査対象工事等の事業内訳               （単位：百万円） 

契 約 年 度 

平成２０年度 平成２１年度 
計 

事業区分 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

土地区画整理事業 121 1,639 135 1,880 256 3,519

下水道事業 159 6,928 162 7,801 321 14,729

用地受託事業 15 163 17 252 32 415

発生土運営管理事業 14 2,405 11 1,111 25 3,516

地域開発関連事業等 16 320 16 2,199 32 2,519

合  計 325 11,455 341 13,243 666 24,698

（注）工事等の件数及び金額には、設計等の委託を含む。 

 - 335 -



（表１０）主な工事例                            （単位：百万円） 

事 業 名 工 事 件 名 工事期間 
契約 

金額 
工 事 内 容 

打越地区区画道路築造第２４号並びに整

地第１８号工事及び八王子市打越町６－

２番地先外下水道築造５４－公１工事 

 

平成 20.4.10

～20. 8. 5
46 

L 型擁壁設置工 337m

汚水・雨水管きょ工

人孔設置工 10 箇所

整地工 2,196 ㎡ほか

武蔵村山都市核地区区画道路築造第５号

工事 

平成 20. 10. 2

～21. 3.12
102 

雨水浸透施設工一式

車道舗装工 1,746 ㎡

管きょ工 251m ほか

土 地 区 画 

整 理 事 業 

忠生地区８号調整池築造並びに８号公園

築造工事 

平成 21. 9.29

～22. 5.31
460 

調整池築造約 2万㎥

公園築造約 2,600 ㎡

豊田排水区（公社２０・２１）工事 
平成 20. 4. 1

～22. 3.31
1,122 

管きょ工 

φ2600 ㎜、775.7ｍ

特殊人孔 3箇所ほか
下水道事業 

石神井川排水区公共雨水幹線（石神井川

左岸八号）築造工事 

平成 21. 9.15

～23. 3.25
577 

管きょ工 

φ3000 ㎜、118.4ｍ

矩形きょ、人孔ほか

発生土運営

管理事業 

平成２０年度東京都建設発生土再利用セ

ンター運転管理業務並びに施設・機械設

備保守管理委託 

平成 20. 4. 2

～21. 3.31
888 

土質改良プラント及

び重機等の運転管理

業務、約 25 万㎥ 

（仮称）河辺タウンビル（Ｂ）改修工事

その３ 

平成 21. 6.24

～21.12.17
27 

井戸ポンプ 1台 

温泉ポンプ 1台 

ケーブルほか 

（仮称）八王子大塚学生マンション新築

工事 

平成 20.12.16

～21. 3.25
53 

鉄骨プレハブ造２階

建築面積 141 ㎡ 

延べ床面積 246 ㎡ 

（仮称）あきる野温浴施設新築工事 
平成 21. 7. 22

～22. 4. 1
661 

鉄骨造２階 

建築面積 1407 ㎡ 

延べ床面積 2380 ㎡ 

地域開発 

関連事業等 

東池袋地区沿道まちづくり代替床施設整

備事業新築工事 

平成 21. 7. 2

～22. 7.30
1,029 

鉄筋コンクリート造

建築面積 539 ㎡ 

延べ床面積 4,141 ㎡
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（３）経営成績 

平成２２年度の経営成績は、別表１比較正味財産増減計算書のとおりであり、収益合計２７

４億２，１１９万余円、費用合計２７２億８，９５３万余円、当期（一般）正味財産増加額１

億３，１６６万余円となっている。当期（一般）正味財産増加額は、前年度（２億４，７４１

万余円）と比較して、１億１，５７５万余円（４６．８％）減少している。 

主な収益は、事業収益２７０億９，８８８万余円であり、表１１のとおり、前年度と比較し

て１４億８，１６５万余円（５．８％）増加している。 

これは、受託事業収益が３億１９９万余円、公社事業収益が１１億７，９６６万余円、それぞ

れ増加したことによるものである。 

受託事業収益の増加は、主に、土地区画整理事業収益が３億９，４９８万余円減少したものの、

用地受託事業収益が９億３，８９６万余円増加したことによるものである。公社事業収益の増加

は、主に、開発事業収益が増加したことによるものである。 

主な費用は、事業費２５３億４，９６８万余円であり、表１２のとおり、前年度と比較して１

５億１，８０６万余円（６．４％）増加している。 

受託事業費の増加は、主に、土地区画整理事業費が３億９，８１２万余円減少したものの、用

地受託事業費が８億７，３０２万余円増加したことによるものである。公社事業費の増加は、主

に、開発事業費が発生したことによるものである。 

 

（表１１）事業別収益実績 （単位：千円、％） 

事    業 平成２２年度 平成２１年度 増（△）減 増減率 

受託事業収益 22,785,288 22,483,293 301,995 1.3 

土地区画整理事業収益 7,812,479 8,207,465 △      394,985 △       4.8 

下水道事業収益 10,726,345 10,889,898 △      163,553 △       1.5 

用地受託事業収益 2,051,971 1,113,001 938,969 84.4 
 

発生土運営管理事業収益 2,194,491 2,272,926 △       78,435 △       3.5 

公社事業収益（自主事業収益） 4,313,591 3,133,929 1,179,662 37.6 

合 計（事業収益） 27,098,880 25,617,222 1,481,657 5.8 
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（表１２）事業別費用実績 （単位：千円、％） 

事    業 平成２２年度 平成２１年度 増（△）減 増減率 

受託事業費 22,530,816 22,119,861 410,955 1.9 

土地区画整理事業費 7,769,750 8,167,879 △      398,129 △       4.9 

下水道事業費 10,664,483 10,663,723 759 0.0 

用地受託事業費 1,888,356 1,015,333 873,023 86.0 
 

発生土運営管理事業費 2,208,225 2,272,924 △       64,698 △       2.8 

公社事業費（自主事業費） 2,818,864 1,711,758 1,107,106 64.7 

合 計（事業費） 25,349,681 23,831,619 1,518,062 6.4 

  

（４）財政状態 

平成２２年度末及び平成２１年度末における財政状態は、別表２比較貸借対照表のとおりで

ある。平成２２年度末における財政状態は、資産合計８３４億３，３６８万余円、負債合計１

４３億５，９７４万余円、正味財産合計６９０億７，３９３万余円となっている。 

資産合計は、前年度（８３２億６，８２０万余円）と比較して１億６，５４７万余円（０．

２％）増加している。 

これは、流動資産が５２億３，４２０万余円減少したものの、固定資産が５３億９，９６７

万余円増加していることによるものである。 

流動資産の減少は、主に、事業資産が２５億３，９１３万余円、その他の流動資産が３４億

４，０６９万余円、それぞれ減少したことによるものである。 

固定資産の増加は、主に、有形固定資産が９億２，２１８万余円減少したものの、その他固

定資産が６２億５，０８６万余円増加したことによるものである。その他固定資産の増加は、

主に、貸付建物、貸付土地が増加したことによるものである。 

負債合計は、前年度（１４３億２，５９３万余円）と比較して３，３８０万余円（０．２％）

増加している。 

これは、流動負債が１億１８３万余円減少しているものの、固定負債が１億３，５６４万余

円増加したことによるものである。 

流動負債の減少は、主に、前受金が１億６，５５５万余円増加しているものの、預り金が２

億８，７９５万余円減少したことによるものである。 

固定負債の増加は、主に、長期預り金が１億８，５８２万余円増加したことによるものであ

る。 

正味財産合計は、前年度（６８９億４，２２７万余円）と比較して１億３，１６６万余円（０．

２％）増加している。 
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（５）経営環境に関する評価 

ア 事業の経営環境 

公社は、公益事業として関係自治体等が行う土地区画整理事業、下水道事業等の都市基盤

整備を受託施行し、行政を支援・補完すべく、事業を運営している。 

また、自主事業として土地の分譲、建物の賃貸等を行い、まちづくりの支援を行っている。 

公社の収支状況は、受託事業においては事業ごとに概ね収支相償により運営されており、

事業間共通に要する総務経費や減価償却費などについては、自主事業の収益で補う形となっ

ている。 

収支全体では、これまで堅調に当期正味財産増加額を計上しているものの、土地価格の下

落により、平成２１年度及び平成２２年度において、土地の減損処理による損失が計上され

ている。 

公社の公益事業は、自主事業によって財政面で支えられている側面があるため、公社は、

健全な自主事業の運営を図り、今後も安定した経営状況のもと公益事業を充実させ、運営し

ていく必要がある。 

イ 事業運営の状況 

公社は、市町村等からの委託を受けて、土地区画整理事業及び下水道事業を主要事業とし

て行っている。 

土地区画整理事業は、新規の施行地区数が減少傾向にあり、また、下水道事業も、多摩地

区の下水道普及率が９９％となっており、下水道管建設の受託も減少傾向にある。 

しかし、土地区画整理事業については、その前段階である開発調査事業を積極的に受託し

て今後の事業化へつなげていること、下水道事業については、下水道普及率の向上に伴い維

持管理業務や耐震化工事などを強化していることにより、今後も平成２２年度と同規模の事

業量を確保していく見込みである。 

主な自主事業の状況を見ると、 

・宅地造成事業では、約１３．５ｈａの土地資産を、第１５期分譲計画を策定して分譲を

行っている。平成２２年度は、年度当初の処分計画には及ばず６３２．８６㎡の売却に

留まった。 

・地域活性化事業では貸付土地約２０ｈａ、貸付建物延べ約１０ｈａの賃貸を行っている。 

・道路整備と一体的に進める沿道まちづくり事業では、延べ床面積３，４２０㎡の共同住

宅を建設し売却した。 

・多摩地域建設発生土再利用事業では、建設発生土１０２，１３８㎥を搬入し、改良土等

２３，８２０㎥を搬出した。 

この結果、平成２２年度における自主事業全体では、事業目的を達成するとともに４３億

余円の経常収益をあげ、２８億余円の経常費用であったことから、土地の減損損失５億余円

を考慮しても事業間共通に要する経費を賄える収益を確保している。 
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（別表１）比 較 正 味 財 産 増 減 計 算 書    （単位：円、％）

平 成 22 年 度 平 成 21 年 度 比較増(△)減額
　(Ａ） 　（Ｂ） （Ｃ)＝(Ａ－Ｂ）

Ⅰ 一般正味財産増減の部
１ 経常増減の部
経常収益 27,421,196,140 26,393,819,705 1,027,376,435 3.9
基本財産運用益 209,282 35,630 173,652 487.4
特定資産運用益 183,858,254 186,957,892  3,099,638△      △ 1.7
事業収益 27,098,880,244 25,617,222,583 1,481,657,661 5.8
土地区画整理事業収益 7,812,479,975 8,207,465,388  394,985,413△    △ 4.8
下水道事業収益 10,726,345,664 10,889,898,971  163,553,307△    △ 1.5
用地受託事業収益 2,051,971,172 1,113,001,864 938,969,308 84.4
発生土運営管理事業収益 2,194,491,550 2,272,926,969  78,435,419△     △ 3.5
公社事業収益 4,313,591,883 3,133,929,391 1,179,662,492 37.6
雑収益 137,661,776 584,001,317  446,339,541△    △ 76.4
受取利息 4,278,299 4,356,522  78,223△         △ 1.8
雑収益 125,394,763 565,276,771  439,882,008△    △ 77.8
有価証券運用収益 7,988,714 14,368,024  6,379,310△      △ 44.4
その他の経常収益 586,584 5,602,283  5,015,699△      △ 89.5
経常費用 26,766,021,614 24,972,115,930 1,793,905,684 7.2
事業費 25,349,681,706 23,831,619,524 1,518,062,182 6.4
土地区画整理事業費 7,769,750,908 8,167,879,992  398,129,084△    △ 4.9
下水道事業費 10,664,483,228 10,663,723,720 759,508 0.0
用地受託事業費 1,888,356,796 1,015,333,200 873,023,596 86.0
発生土運営管理事業費 2,208,225,909 2,272,924,172  64,698,263△     △ 2.8
公社事業費 2,818,864,865 1,711,758,440 1,107,106,425 64.7
管理費 1,416,339,908 1,140,287,390 276,052,518 24.2
管理費 691,832,795 483,806,106 208,026,689 43.0
減価償却費 724,507,113 656,481,284 68,025,829 10.4
その他の経常費用 － 209,016  209,016△        △ 100  

　当期経常増減額 655,174,526 1,421,703,775  766,529,249△    △ 53.9
２ 経常外増減の部
経常外収益 － 157,750,088  157,750,088△    △ 100  
前期損益修正益 － 157,750,088  157,750,088△    △ 100  
経常外費用 523,509,060 1,332,035,783  808,526,723△    △ 60.7
固定資産除却損 705,252 5,598,395  4,893,143△      △ 87.4
雑損失 522,803,808 1,297,512,749  774,708,941△    △ 59.7
前期損益修正損 － 28,924,639  28,924,639△     △ 100  

　当期経常外増減額 △ 523,509,060 △ 1,174,285,695 650,776,635 △ 55.4
当期一般正味財産増減額 131,665,466 247,418,080  115,752,614△    △ 46.8
一般正味財産期首残高 68,929,274,480 68,681,856,400 247,418,080 0.4
一般正味財産期末残高 69,060,939,946 68,929,274,480 131,665,466 0.2
Ⅱ 指定正味財産増減の部
基本財産受取利息 209,282 35,630 173,652 487.4
一般正味財産への振替額 △ 209,282 △ 35,630  173,652△        487.4

当期指定正味財産増減額 0 0 0 －
指定正味財産期首残高 13,000,000 13,000,000 0 －
指定正味財産期末残高 13,000,000 13,000,000 0 －
Ⅲ 正味財産期末残高 69,073,939,946 68,942,274,480 131,665,466 0.2

（別表１）比較正味財産増減計算書（主要項目抜粋）    （単位：円、％）

平 成 22 年 度 平 成 21 年 度 比較増(△)減額

　(Ａ） 　（Ｂ） （Ｃ)＝(Ａ－Ｂ）

収益合計 27,421,196,140 26,551,569,793 869,626,347 3.3

費用合計 27,289,530,674 26,304,151,713 985,378,961 3.7

当期一般正味財産増減額 131,665,466 247,418,080  115,752,614△    △ 46.8

一般正味財産期首残高 68,929,274,480 68,681,856,400 247,418,080 0.4

一般正味財産期末残高 69,060,939,946 68,929,274,480 131,665,466 0.2

指定正味財産期首残高 13,000,000 13,000,000 0 0  

指定正味財産期末残高 13,000,000 13,000,000 0 0  

Ⅲ 正味財産期末残高 69,073,939,946 68,942,274,480 131,665,466 0.2

（Ｃ/Ｂ×100）

増減率

勘　　定　　科　　目

勘　　定　　科　　目

（Ｃ/Ｂ×100）

増減率
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（別表２－１）比 較 貸 借 対 照 表    （単位：円、％）

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

平成２２年度 平成２１年度 比較増(△)減額

　(Ａ） 　（Ｂ） （Ｃ)＝(Ａ－Ｂ）

Ⅰ 資産の部

１ 流　動　資　産 35,197,125,132 40,431,329,302  5,234,204,170△   △ 12.9

現　金　預　金 7,326,931,215 7,278,185,076 48,746,139 0.7

現　　金 232,730 292,023  59,293△          △ 20.3

預　　金 7,326,698,485 7,277,893,053 48,805,432 0.7

前　渡　資　金 18,365,497 16,797,574 1,567,923 9.3

未　収　金 12,102,490,291 11,420,022,226 682,468,065 6.0

土地区画整理事業未収金 4,955,944,008 4,282,764,780 673,179,228 15.7

下水道事業未収金 6,787,034,831 6,399,586,776 387,448,055 6.1

用地受託事業未収金 265,833,337 254,946,853 10,886,484 4.3

発生土事業未収金 57,853,000 56,108,780 1,744,220 3.1

分譲土地等未収金 － 407,025,405  407,025,405△     △ 100  

その他の事業未収金 35,825,115 19,589,632 16,235,483 82.9

受託事業立替金 362,649,341 349,347,289 13,302,052 3.8

土地区画整理事業立替金 362,649,341 349,347,289 13,302,052 3.8

事業資産 14,782,526,428 17,321,658,384  2,539,131,956△   △ 14.7

土地資産 14,673,048,169 16,012,920,917  1,339,872,748△   △ 8.4

未成工事支出金 109,478,259 142,785,043  33,306,784△      △ 23.3

開発事業資産 － 1,165,952,424  1,165,952,424△   △ 100  

材料及び貯蔵品 1,117,575 1,218,400  100,825△         △ 8.3

半製品 4,513,454 4,873,908  360,454△         △ 7.4

その他の流動資産 598,531,331 4,039,226,445  3,440,695,114△   △ 85.2

前払金 386,596,769 181,171,120 205,425,649 113.4

前払費用 11,450,619 11,352,919 97,700 0.9

前払保険料 8,606,712 7,652,158 954,554 12.5

その他の未収金 148,564,899 470,981,551  322,416,652△     △ 68.5

立替金 － 1,237,035,126  1,237,035,126△   △ 100  

貸倒引当金 △ 2,024,623 △ 2,352,223 327,600 △ 13.9

従業員短期貸付金 12,167,810 14,361,875  2,194,065△       △ 15.3

未収利息 33,169,145 24,225,919 8,943,226 36.9

受取債権 － 2,094,798,000  2,094,798,000△   △ 100  

２ 固　定　資　産 48,236,555,760 42,836,878,479 5,399,677,281 12.6

基本財産 13,000,000 13,000,000 0 0  

定期預金 13,000,000 13,000,000 0 0  

特定資産 13,389,711,648 13,287,098,474 102,613,174 0.8

退職手当引当資産 1,564,713,926 1,593,047,916  28,333,990△      △ 1.8

開発事業積立資産 4,114,722,532 5,369,457,435  1,254,734,903△   △ 23.4

修繕積立資産 2,610,120,625 1,954,278,909 655,841,716 33.6

工事補償積立資産 400,000,000 400,000,000 0 0  

修復積立資産 200,000,000 200,000,000 0 0  

貸付建物減価償却引当資産 4,500,154,565 3,770,314,214 729,840,351 19.4

その他固定資産 34,833,844,112 29,536,780,005 5,297,064,107 17.9

有形固定資産 2,908,448,629 3,830,635,563  922,186,934△     △ 24.1

土地 840,981,806 1,452,606,233  611,624,427△     △ 42.1

建物 1,961,691,546 2,027,019,286  65,327,740△      △ 3.2

構築物 43,287,771 49,458,368  6,170,597△       △ 12.5

工具器具備品 11,267,456 32,907,376  21,639,920△      △ 65.8

建設仮勘定 7,665,000 230,390,700  222,725,700△     △ 96.7

リース資産 43,555,050 38,253,600 5,301,450 13.9

無形固定資産 75,319,766 106,938,651  31,618,885△      △ 29.6

電話加入権 276,000 276,000 0 0  

電気通信施設利用権 52,530 63,036  10,506△          △ 16.7

ソフトウエア 21,072,776 24,654,165  3,581,389△       △ 14.5

商標権 283,725 327,375  43,650△          △ 13.3

リース資産 53,634,735 81,618,075  27,983,340△      △ 34.3

その他固定資産 31,850,075,717 25,599,205,791 6,250,869,926 24.4

従業員長期貸付金 66,138,641 85,905,905  19,767,264△      △ 23.0

敷金及び保証金 2,206,000 1,632,000 574,000 35.2

貸付土地 14,657,002,624 12,742,579,182 1,914,423,442 15.0

貸付建物 16,754,808,413 12,427,802,008 4,327,006,405 34.8

差入有価証券 47,863,096 15,019,994 32,843,102 218.7

積立保険料 235,261,895 235,261,895 0 0  

長期前払費用 56,225,210 65,922,389  9,697,179△       △ 14.7

長期前払保険料 30,569,838 25,082,418 5,487,420 21.9

長期未収金 4,506,443 4,765,427  258,984△         △ 5.4

貸倒引当金 △ 4,506,443 △ 4,765,427 258,984 △ 5.4

83,433,680,892 83,268,207,781 165,473,111 0.2

科　　　　　　　目

資　　　産　　　合　　　計

増減率
 （Ｃ/Ｂ×100）
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(別表２－２)比 較 貸 借 対 照 表    （単位：円、％）

平成２２年度 平成２１年度 比較増(△)減額

　(Ａ） 　（Ｂ） （Ｃ)＝(Ａ－Ｂ）

Ⅱ 負債の部

１ 流　動　負　債 11,305,590,062 11,407,423,201  101,833,139△   △ 0.9

未　　払　　金 10,064,912,843 10,118,249,494  53,336,651△    △ 0.5

土 地 区 画 整 理 事 業 未 払 金 1,885,235,955 2,242,003,010  356,767,055△   △ 15.9

下 水 道 事 業 未 払 金 5,902,159,413 5,524,495,858 377,663,555 6.8

用 地 受 託 事 業 未 払 金 700,045,683 397,561,186 302,484,497 76.1

発 生 土 事 業 未 払 金 979,447,773 920,069,601 59,378,172 6.5

都 返 還 未 払 金 207,476,789 439,596,563  232,119,774△   △ 52.8

土 地 等 未 払 金 － 280,754  280,754△       △ 100  

そ の 他 の 事 業 未 払 金 219,789,891 363,710,618  143,920,727△   △ 39.6

そ の 他 の 未 払 金 170,757,339 230,531,904  59,774,565△    △ 25.9

前　　受　　金 999,744,460 834,187,185 165,557,275 19.8

引  当  金 137,829,646 67,809,849 70,019,797 103.3

賞 与 引 当 金 137,829,646 67,809,849 70,019,797 103.3

預　　り　　金 59,943,073 347,897,433  287,954,360△   △ 82.8

公 租 公 課 預 り 金 13,860,285 14,827,428  967,143△       △ 6.5

利 用 代 行 預 り 金 289,590 2,902,714  2,613,124△     △ 90.0

そ の 他 の 預 り 金 45,793,198 330,167,291  284,374,093△   △ 86.1

リース債務 43,160,040 39,279,240 3,880,800 9.9

２ 固　定　負　債 3,054,150,884 2,918,510,100 135,640,784 4.6

長 期 預 り 金 1,427,231,941 1,241,404,058 185,827,883 15.0

引　　当　　金 1,572,889,198 1,596,513,607  23,624,409△    △ 1.5

退 職 手 当 引 当 金 1,572,889,198 1,596,513,607  23,624,409△    △ 1.5

長期リース債務 54,029,745 80,592,435  26,562,690△    △ 33.0

14,359,740,946 14,325,933,301 33,807,645 0.2

Ⅲ 正味財産の部

１ 指定正味財産 13,000,000 13,000,000 0 0  

２ 一般正味財産 69,060,939,946 68,929,274,480 131,665,466 0.2

69,073,939,946 68,942,274,480 131,665,466 0.2

83,433,680,892 83,268,207,781 165,473,111 0.2

負　　　債　　　合　　　計

負 債 及 び 正 味 財 産 合 計

負　債　及　び　正　味　財　産　の　部

科　　　　　　　目

正　 味　 財　 産　 合　 計

増減率
 （Ｃ/Ｂ×100）
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